
別紙様式１－2（平成22年度新規承認計画用）

１．基本的事項

２．判定結果

乖離値 乖離値

3,775.0 ▲ 57,025.0

1.7 ▲ 1.3

3,415.0 3,571.0

総合判定

３．その他

(ⅰ）計画及び前年度執行状況の公表状況

（ⅱ)計画及び前年度執行状況の議会への説明

執行状況：平成　　年　　月　　説明

計画：平成　　年　　月　　説明

計画：平成23年9月　　公表 （　HP　　）

（　HP　　）執行状況：平成24年9月　　公表

a

平成22年度

財政健全化計画等執行状況報告書

項目

②  実質公債費比率

類型

④　公営企業債現在高

計画前年度実績（又は補償金免除額）

a 

a 

a 37

193,030

承認年度会計名 普通会計

⑤　累積欠損金比率

③　改善額 193

250,055

団体名

①　地方債現在高

計画最終年度（又は改善額合計）

6.0

相模原市

実績見込値

7.7

目標値

253,830

3,608

実績値

4.7



別紙様式１－3（平成22年度新規承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

-                 

類型 a 

やむを得ない
事情

普通会計

-29.5%

193,030                  

影響額（単位：百万円）

平成22年度

245,255                  

会計名

（単位：百万円）

計画前年度
（平成21年度）

計画最終年度
（平成26年度）

250,055                  

249,030                  

▲ 57,025

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

計画最終年度における
未達成の要因

▲ 239

うち、やむを得ない事情

平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度

実績（見込）値（B）

平成25年度平成24年度平成23年度

205,269                 220,343                  240,595                  

205,030                  222,830                  243,230                  

2,635

-0.1% 1.1% 1.1%

2,487

団体名

1.5% 1.5%

253,830                  

3,775 3,775

相模原市

備考

-                 -                 -                 -                 

①　地方債現在高

合計 -                 -                 -                 -                 -                 



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

・政令指定都市移行に伴い発行する市債を除く建設債の残高は減少見込であることから、さらに建設事業の計画的な実施を図り、建設債発行の適正化に努め
る。
・より有利な資金調達を図り、公債費の抑制に努める。

【平成22年度における残高増加の要因】
・平成17年度、平成18年度の２度の市町村合併・平成22年度における中核市から政令指定都市への移行による事務権限の移譲及び国直轄事業負担金を始
めとする事業量の増加など、都市権能の拡大にともなる財政需要の増加
・平成22年度に導入された財源不足額方式に伴う臨時財政対策債の増加

・今後公債費と扶助費の増加が見込まれる中、経常収支比率の上昇を抑制するため、事務事業の見直しなどによる歳出の抑制や、市税の収納率向上による
歳入確保に取り組んでいる。
・市債発行の数値目標を定めて市債発行を管理する。
　目標値：平成23年度から25年度までの３ヵ年の市債発行額を1,000億以内とし、実質公債費比率を8％を維持する。



別紙様式１－4（平成22年度新規承認計画用）

②　実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

単年度実質公債費比率

実質公債費比率

係数項目
平成26年度

計画目標値（A)実績見込値（B)乖離値（A-B) 乖離要因

地方債の元利償還金

地方債の元利償還金

単年度実質公債費比率

単年度実質公債費比率

標準財政規模

実績見込値（B)計画目標値（A)

（単位：％）

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績（見込）値（B） 4.3                         4.2                         3.8                         

平成22年度 平成23年度

5.6                         

平成24年度

4.9                         5.5                         6.2                         

平成25年度

6.9                         

18.8%

1.71.3

22.1%

2.4

4.7                         

12.2% 23.6% 38.7%

準元利償還金

0.6 1.3

係数項目
平成24年度

乖離値（A-B)

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

実績見込値（B)

標準財政規模

係数項目

相模原市

▲ 1.3

-27.7%

6.0                         

計画前年度
（平成21年度）

計画最終年度
（平成26年度）

7.7                         

普通会計

類型

会計名

計画目標値（A)

乖離要因

単年度再算定比率

乖離値（A-B)

やむを得ない
事情

平成25年度

団体名

乖離要因

a 

標準財政規模

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

地方債の元利償還金

準元利償還金

準元利償還金

（単位：百万円、％）

やむを得ない
事情

採用係数

採用係数

単年度再算定比率

やむを得ない
事情

採用係数

単年度再算定比率

再算定比率



別紙様式１－6（平成22年度新規承認計画用）

④　改善額

（ⅰ）推移表 （単位：百万円）

（ⅱ）要因分析

乖離率（D）
（C／A）

計画目標値（A）

実績（見込）値（B）

乖離値（C）
（B－A）

計画最終年度における未達成の要因

-                -                -                

-                

類型 a 

やむを得ない
事情

805.5%

1611.0

1,811           

200             

0.0%

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

備考

-                

-                

3,608           

-187           

529             

-382.9%

716.0

平成25年度

1769.4%

3415.0

193             

平成23年度平成22年度

平成23年度
影響額（単位：百万円）

0.0

平成22年度

平成24年度

-1192.9%

334.0

306             

-28             

492.8%

754.0

907             

153             

平成24年度

補償金免除額

合計平成26年度

改善額合計平成26年度

55               

55               

9651.4%

3571.0

平成25年度

-                

-                

-                

-                

-                

-                

37                               

-                

-                

-                

相模原市
会計名
団体名

普通会計

-                -                -                

-                

-                

-                

-                

-                -                

-                うち、やむを得ない事情

合計



Ⅲ　今後の財政状況の見通し フォローアップ用
（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （予　算）

地方税 104,671106,218115,454115,113110,558
106,913
110,300

107,784
111,300

108,338
111,800

108,500
112,700

113,600

地方譲与税等 14,46917,63312,69911,15310,940
14,733
13,300

14,488
13,100

14,437
13,900

12,965
13,800

13,800

地方特例交付金 3,787 3,009 649 1,489 1,478
1,518
1,900

1,746
1,700

657
1,300

660
1,400

1,400

地方交付税 4,144 4,187 4,166 4,499 4,879
3,972
4,900

7,607
2,700

7,809
2,700

6,900
2,700

2,700

小計（一般財源計） 127,071131,047132,968132,254127,855
127,136
130,400

131,625
128,800

131,241
129,700

129,025
130,600

131,500

分担金・負担金 2,659 1,418 1,400 1,421 1,519
1,587
2,200

1,746
3,000

1,933
3,000

1,840
2,900

2,900

使用料・手数料 5,164 5,059 5,416 5,193 5,146
5,438
5,100

4,916
5,800

4,979
5,900

5,239
5,800

5,800

国庫支出金 19,44820,82823,75525,34139,933
37,484
39,000

42,410
46,700

41,792
46,900

44,605
45,100

45,100

うち普通建設事業に係るもの 3,311 5,781 6,852 6,502 7,194
5,321
6,900

7,227
7,500

6,645
7,600

7,100 7,200

都道府県支出金 6,387 6,192 8,001 7,879 8,289
9,471
11,100

11,744
13,200

10,927
13,300

10,241
12,800

12,800

うち普通建設事業に係るもの 440 433 476 476 329
766
500

1,427
600

1,309
600

500 500

財産収入 365 426 865 693 882
215
300

343
300

1,089
300

144
300

300

寄附金 23 31 14 16 29
348
300

18
0

45
100

660
100

100

繰入金 5,025 3,971 3,926 4,934 5,505
8,589
8,100

4,112
7,700

5,282
7,000

11,580
6,900

6,900

繰越金 3,789 5,238 4,039 3,800 3,645
3,647
1,000

4,673
2,100

3,513
2,100

2,050
2,100

2,100

諸収入 9,563 9,108 9,525 8,88210,558
13,274
13,600

19,681
17,700

17,575
18,100

17,443
17,100

17,100

うち特別会計からの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 7,868 7,695 7,974 7,453 9,064
9,816
9,300

15,717
10,200

13,599
10,400

9,700 9,800

地方債 14,66013,86514,72914,95823,180
28,786
28,500

32,613
35,900

38,700
39,300

24,462
25,700

25,700

特別区財政調整交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

194,154197,183204,638205,371226,541
235,975
239,600

253,882
261,200

257,075
265,700

247,289
249,400

250,300

人件費　　　　　　　ａ 44,02744,95245,08945,05344,196
43,776
44,110

43,175
43,929

42,271
43,882

43,553
44,269

44,027

うち職員給 32,76632,68032,54631,93630,695
29,546
31,728

29,442
31,597

28,952
31,564

29,839
31,842

31,668

物件費　　　　　　　ｂ 27,57927,52328,39327,89629,484
29,961
32,000

32,048
32,800

31,976
31,500

34,128
30,300

30,300

維持補修費　　　　　ｃ 4,106 3,990 4,139 3,867 3,853
3,039
3,400

2,943
3,900

3,470
3,600

3,659
3,500

3,500

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　  ｄ 75,71276,46577,62176,81677,533
76,776
79,510

78,166
80,629

77,717
78,982

81,340
78,069

77,827

扶助費 28,66030,72533,74636,53540,610
55,116
54,800

60,364
63,600

63,739
65,800

65,841
68,300

70,800

補助費等 10,2878,664 9,025 9,64220,736
10,074
13,700

9,751
13,500

9,497
12,700

15,538
12,900

12,900

うち公営企業(法適)に対するもの 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

普通建設事業費 22,07927,88430,17628,01630,787
34,394
33,800

38,468
37,200

42,516
40,500

25,470
21,600

21,600

うち補助事業費 6,69812,73716,87815,26314,497
13,199
15,800

14,526
17,400

14,393
18,900

12,835
10,100

10,100

うち単独事業費 15,37615,13613,29412,74016,290
14,617
18,000

23,943
19,800

28,123
21,600

12,635
11,500

11,500

災害復旧事業費 87 16 33 220 111
5
0

444
0

137
0

160
0

0

失業対策事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公債費 19,93019,94919,88320,07620,080
19,978
20,200

20,909
22,200

21,699
23,200

23,390
24,400

25,600

区　　分

歳 入 合 計



うち元金償還分 15,61515,86116,01816,38516,571
16,546
16,500

17,538
18,100

18,448
18,900

19,802
19,900

20,900

積立金 3,033 2,043 1,945 1,845 1,561
966
800

2,239
1,200

1,034
1,300

650
1,200

1,200

貸付金 8,103 7,933 8,197 7,556 9,138
9,866
9,400

15,745
13,900

13,608
14,800

13,639
14,300

14,300

うち特別会計への貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社、三ｾｸへの貸付金 7,868 7,923 8,186 7,521 9,137
9,866
9,300

15,745
13,900

13,608
14,700

14,20014,200

繰出金 17,12516,46516,91218,02019,138
19,426
17,000

21,266
18,400

20,428
18,000

21,442
18,800

18,800

うち公営企業(法非適)に対するもの 3,946 4,478 4,345 4,308 4,207
4,385
4,100

4,380
4,500

2,701
4,400

5,201
4,600

4,600

その他 0 0 0 0 0
1

100
18
100

20
100

100 100

185,016190,144197,538198,726219,694
226,602
229,310

247,370
250,729

249,395
255,382

247,289
239,669

243,127

　【財政指標等】

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 9,138 7,039 7,100 6,645 6,847
9,373
10,290

6,513
10,471

7,680
10,318

9,731 7,173

実質収支 7,475 5,639 6,035 5,054 5,497
7,958
9,290

5,534
8,371

6,301
8,218

7,631 5,073

標準財政規模 114,005120,257121,715128,976126,694
130,394
142,759

131,995
155,629

134,196
158,310

148,598149,134

財政力指数 0.99 1.00 1.04 1.06 1.06 1.03
0.98
0.96

0.95
0.91

0.88 0.88

実質赤字比率　　　(％)

経常収支比率　　　(％) 89.7 91.3 92.4 94.7 96.9
97.2
96.9

95.4
96.9

95.4
96.9

96.9 96.9

実質公債費比率    (％) 12.6 10.7 4.8 5.0 4.7
4.3
4.9

4.2
5.5

3.8
6.2

5.6
6.9

6.0
7.7

地方債現在高 191,135189,139187,849186,422193,030
205,269
205,030

220,343
222,830

240,595
243,230

245,255
249,030

250,055
253,830

積立金現在高 17,76420,05821,13521,38720,487
16,073
18,141

18,950
18,060

17,748
17,963

15,89413,394

財政調整基金 11,78712,80313,89214,31713,405
9,835
10,212

12,442
10,190

12,549
10,152

8,142 5,642

減債基金 177 84 90 60 34
47
34

55
34

67
34

34 34

その他特定目的基金 5,800 7,171 7,153 7,010 7,048
6,191
7,895

6,452
7,836

5,132
7,777

7,718 7,718

職員数 4,510 4,512 4,473 4,446 4,368
4,323
4,318

4,337
4,318

4,380
4,318

4,337
4,318

4,337
4,318

注　実質公債費比率は、平成21年度（平成18年度から平成20年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成20年度欄に、平成22年度
　（平成19年度から平成21年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成21年度欄に、それぞれ記入すること。

歳 出 合 計

（単位：百万円、人）

区　　分



Ⅳ　行政改革に関する施策

Ⅱの課題番号 具　体　的　内　容

①

本市では、平成８年度より３次にわたり職員定数管理計画を策定したなかで、職員定数の削減に取り組み、簡素で効率的
な行財政運営に努めてきたところである。平成17年度からは、都市経営ビジョンの策定に伴い、新たな職員定数管理計画
を定め、職員数については、政令指定都市移行に伴う委譲事務対応に必要な職員154人を確保した上で、さらに242人の削
減を行った。今後も民間委託等の実施に伴い適宜職員数を減員するなど、適正な職員数の管理に努めていく。

◇　給与構造の見直し、地域手当等の
あり方

①

給与構造については、職員評価制度の結果を反映させ、年功序列型となっている人事・給与制度から、成果主義・能力主
義に基づき、職責と成果に応じた処遇が施される人事・給与制度に平成18年度より転換を図った。
また、平成20年度以降諸手当や時間外勤務についても見直しを行うとともに、引き続き縮減を進めているところである。
　　【実績】　・給与構造改革の実施：平成18年10月
　　　　　　　・職員評価制度の勤勉手当への反映：平成19年6月（管理職のみ）、平成21年12月（全職員）
　　　　　　　・給料表を国家公務員俸給表と同様のものへ切替え：平成21年4月
　　　　　 　 ・昇給延伸（定期昇給の未実施）：平成21年4月
　　　　　 　 ・初任給基準の引下げ：平成21年4月
　　　　　　  ・扶養手当及び住居手当の支給額の引下げ:平成21年4月
　　　　　　  ・特殊勤務手当の支給項目の廃止及び支給額の引下げ：平成21年4月
　　　　　 　 ・管理職手当の定額化：平成21年4月
　　　　　 　 ・地域手当支給率の見直し（10％→9.5％）：平成22年12月
　　　　　　　　（平成19年以降の合併により、市域内に国の制度では不支給地域及び3％の地域が存在するが、
　　　　　　　　　全体の支給率を下げることにより、全職員の合計では国より低い支給額とした。
　　　　　　　　　H22年度人事委員会勧告に従ったもの。）
　　　　　　  ・職員評価制度の昇給への反映：平成23年4月
　　　　　　　・国から求められていた人件費削減に対応し、給与減額支給措置を行った：平成25年9月

◇　技能労務職員の給与のあり方 ①

国、他の地方公共団体、民間の給与水準との均衡を踏まえつつ、給与水準の適正化に努め、昇給抑制や各諸手当ての見直
しや廃止を行い、コストの低減を図るとともに、民間活力の積極的な導入に取り組んでいる。
平成21年度には、給料表の見直しと、各種手当ての引き下げ・廃止を行った。（H21.4　国行Ⅱへ準拠）
　　【実績】　・「技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針」の策定及び公表：平成20年5月
　　　　　　　・退職者不補充（新規採用の未実施）：平成18年度以降
　　　　　　　・給料表を国家公務員俸給表（二）と同様のものへ切替え：平成21年4月
　　　　　　　・昇給延伸（定期昇給の未実施）：平成21年4月
　　　　　　　・扶養手当及び住居手当の支給額の引下げ：平成21年4月
　　　　　　　・特殊勤務手当の支給項目の廃止及び支給額の引下げ：平成21年4月
　　　　　　　・初任給基準の引下げ及び昇格基準の見直し：平成23年8月

◇　退職時特昇等退職手当のあり方 ①
退職時特別昇給は平成16年度に廃止済み。
　　【実績】・退職時特別昇給廃止実施時期：平成17年1月
　　　　　　・定年前早期退職制度（勧奨退職制度）を国家公務員と同様とした。（勤続20年→勤続25年）：平成22年4月

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　経常経費の見直し

○　定員管理

○　給与のあり方



◇　福利厚生事業のあり方 ①

厚生会事業の見直しを行い、交付金を抑制。（H20事業費：96146千円、H21事業費：67,942千円）
H22年度においては「検討会議」を設け、引き続き事業の見直し、交付金の抑制に努める。
　　【実績】　厚生会事業の見直しと併せ、厚生会事業会計をレクリエーション的要素の事業については、福利厚生事業
　　　　　　会計とし会費充当会計にて運用し、会の管理及び人間ドック補助等の健康管理事業については、厚生事業会
　　　　　　計とし公費充当会計にて運用する見直しを実施。引続き「事業検討会議」を設置し事業の見直し、交付金の
　　　　　　抑制に努める。
　　　　　　（Ｈ22事業費：57,664千円    H23事業費：46,982千円　　Ｈ24事業費：35,201千円）

①
施設の維持管理費や業務の民間委託などにより、増加が見込まれるが、徹底した事務事業の見直しによる経費の削減によ
る増加額の抑制を図る。

①
アダプト制度を活用した施設管理を平成16年度より導入するとともに、平成18年度からは本格的な指定管理者制度の導入
を行い、平成22年4月時点で、154施設へ導入されている。
（平成23年4月時点　158施設へ導入）

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

○　その他

○　物件費、維持補修費等の見直し



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

Ⅱの課題番号 具　体　的　内　容

諸収入金に係る債権管理条例を制定し、市税以外の諸収入金の徴収を強化するとともに、「（仮称）収納対策課」を設置
することにより、効率的で効果的な徴収事務の適正執行を図る。
（数値目標：市税収納率　H20　98.3％　→　H24　98.5％、国民健康保険税収納率　H20　87.6％　→　H24　89.2％　）
　　【実績】　市税収納率　Ｈ21　98.1％　Ｈ22　98.2％  H23 99.8%　Ｈ24 100.8%
　　　　　　　国民健康保険税収納率　H21　86.3％   H22  86.1%  H23 86.2%　Ｈ24 86.6%
              収納対策課に向けた庁内組織を設置した（平成25年度）

公益的法人等の有する「公益性」、設立時の意義等を検証し、廃止や統合を含めた法人のあり方の見直しを進める。
　　【実績】外郭団体の改革については、各団体を取り巻く経過、背景及び社会経済情勢等を踏まえ、外郭団体の抜本的
　　　　　　改革の方向性について明らかにする「相模原市における外郭団体に係る改革プラン」を平成23年度中に策定
　　　　　　する。策定後はプランの進捗状況について進行管理を行う予定。

◇　給与及び定員管理の状況の公表 市ホームページ及び広報誌での公表を行っている。

◇　財政情報の開示 市ホームページ及び広報誌での公表を行っている。

平成13年度から段階的に政策評価、施策評価および事務事業評価などを導入するとともに、平成23年度以降は、総合計画
におけるPDCAサイクルの確立と推進及び市民満足度調査の活用による、総合計画にの達成と、市民にわかりやすい、満足
度の高い市政運営を図る。
　　【実績】平成13年度から事務事業評価、施策評価及び政策評価などを段階的に導入し評価を行ってきた。平成23年度
　　　　　　以降については、事業を実施する前段階の評価を行う大規模事業評価を活用し事業の必要性、妥当性等につ
　　　　　　いて検討し、検討結果を市民に公表することによってプロセスの透明性の確保を図っていく。

国民健康保険特別会計における、保険税収納率の向上や適切な保険税率を設定することにより、一般会計繰入金の抑制
と、国民健康保険事業特別会計の健全化を図る。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を「Ⅱの課題番号」欄に記入すること。

　　２　今後行う行政改革の取組の内容について記載すること。なお、平成19年度から平成21年度までの間に公的資金補償金免除繰上償還措置の承認を受けている団体については、更なる

　　　行政改革の取組の内容が分かるように記載すること。ただし、新規に計画を策定する団体については、計画前５年間に取り組んできた行政改革に関する施策についても記入すること。

　　３　本表各項目に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善効果額の算出が可能な項目については、「Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果」の「年度別目標」にその改善

　　　効果額を記入すること。なお、当該改善効果額が計画前年度との比較により算出できない項目については、当該改善効果額の算出方法も併せて各欄に記入すること。

　　４　財政状況が良好な場合又は必ずしも悪いとはいえない状態であっても、財政状況を良好な状態に維持するため又は更なる財政健全化のために講じることとしている歳入確保策・歳

　　　出削減策等があれば、当該施策を記入すること。

　　５　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政改革や財政状況に関する情報公
開

○　行政評価の導入

６　その他

項　　　目

３　地方税の徴収率の向上、売却可能資
　産の処分等による歳入の確保

４　地方公社の改革や地方独立行政法人
　への移行の促進

５　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果【新規計画策定団体】
１　主な課題と取組及び目標

　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　　　なお、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）（以下、「財政健全化法」という。）に規定する「財政健全化計画」又は「財政再生計画」を定めていることから、地方財政法施行令附則第６条第３項の規定により、

　　　これらの計画を「公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画」とみなす場合には、各計画における施策のうち、それぞれの各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　２　各項目への記入に当たっては、Ⅳに掲げた施策又は財政健全化法に掲げた方策をそのまま転記せず、ポイントを簡潔にまとめた形で記入すること。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標 （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

12.6 10.7 4.8 5.0 4.7
4.3
4.9

4.2
5.5

3.8
6.2

5.6
6.9

6.0
7.7

191,135189,139187,849186,422193,030
205,269
205,030

220,343
222,830

240,595
243,230

245,255
249,030

250,055
253,830

44,02744,95245,08945,05344,196
43,776
44,110

43,175
43,929

42,271
43,882

43,553
44,269

44,027

0 306 907 1,811 529

55 △ 870△ 1,006△ 971 △ 115△ 2,907  △ 28 153 200  △ 187 55 3,608

△ 2,907 3,608

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

    ３　「Aのうち公営企業加算分　B」欄については、平成19年度から平成21年度までの間に当該団体の公営企業会計において公的資金補償金免除繰上償還の適用を受け、平成22

　　　年度以降に引き続き当該公営企業会計において公的資金補償金免除繰上償還の適用を受ける場合であって、当該公営企業会計における経営改革の改善効果額が当該公営企業 3,608

　　　会計に係る旧資金運用部資金の補償金免除額に達しない場合に記入すること（ただし、公営企業会計に加算できる改善効果額は、普通会計に係る改善効果額が旧資金運用部 37

　　　資金の補償金免除額を上回る部分に限る。）。

　　　（Ｂの内訳）○○会計への加算額

　　　　　　　　　○○会計への加算額

Ａ－Ｂ

＜参考＞補償金免除額（旧資金運用部資金）

改善効果額

計画前５年間改善効果額　合計 改善効果額　合計　Ａ

Ａのうち公営企業会計加算分　Ｂ

改善効果額

改善効果額

改善効果額

改善効果額

実質公債費比率

地方債現在高

1

人件費（※H16　44,082）

改善効果額

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消 下水道事業の法適化などを通じて、受益者負担の基準の見直しを行い、一般会計からの負担基準の明確化に取り組む。

４　その他

課　題 項　　目

実　　　　　績
計画前５年

度
実　績

目　　　　　標

計画合計

課　題 取 組 及 び 目 標

１　経常経費の見直し 定員管理や給与構造および各種手当ての見直しなどによる人件費の削減に基づく経常経費の抑制に努める。

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等） さがみはら都市経営ビジョンなど、自主的な規制を、10年以上継続して設けており、今後も発行抑制に努める。


